
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名 兵庫県 神河町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

2,626 2,283 242 5,151

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 7,974 7,851 122 81 35 11,161

介護療育支援事業特別会計 52 49 4 4 12 ―

産業廃棄物処理事業特別会計 17 16 2 2 ― ―

寺前地区振興基金特別会計 67 67 0 0 63 ―

長谷地区振興基金特別会計 152 152 0 0 151 ―

土地開発事業特別会計（企業誘致分） 1 1 0 0 ― ―

一般会計等 8,242 8,114 128 86 11,161

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業会計 343 359 △ 15 126 68 2,807 1,205 法適用企業

下水道事業会計 429 629 △ 200 74 530 7,724 6,002 法適用企業

公立神崎総合病院事業会計 3,159 3,324 △ 165 61 199 3,362 2,172 法適用企業

神崎休日夜間診療事業会計 111 111 0 4 85 ― ― 法適用企業

神崎介護老人保健施設事業会計 195 199 3 0 11 112 33 法適用企業

土地開発事業特別会計（宅地造成分） 73 65 9 1,123 32 ― ―

老人訪問看護事業特別会計 106 88 18 18 ― ― ―

国民健康保険事業特別会計 1,311 1,307 4 4 150 ― ―

介護保険事業特別会計 976 973 3 3 169 ― ―

後期高齢者医療事業特別会計 140 139 1 1 39 ― ―

老人保健事業特別会計 141 141 0 0 17 ― ―

公営企業会計等 計 1,414 14,005 9,412

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。

２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。

３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。

４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

中播衛生施設事務組合 565 561 4 4 ― 279 44

中播北部行政事務組合 826 817 9 9 ― 2,408 1,153

中播農業共済事務組合 318 293 25 476 ― ― ― 法適用企業

兵庫県市町村職員退職手当組合 19,777 19,701 76 76 1,501 ― ―

兵庫県市町交通災害共済組合 190 189 1 1 46 ― ―

兵庫県町議会議員公務災害共済組合 17 17 1 1 ― ― ―

兵庫県後期高齢者医療広域連合(一般会計） 3,826 3,438 387 387 86 ― ―

兵庫県後期高齢者医療広域連合(特別会計） 440,949 425,853 15,096 15,096 3,829 ― ―

一部事務組合等 計 16,050 2,687 1,197

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

（株）グリーンエコー 1 14 10 ― ― ― ― ―

（株）神崎フード 0 60 36 ― ― ― ― ―

（株）神崎ファーム 3 5 5 ― ― ― ― ―

兵庫県町土地開発公社 △ 2 37 2 ― ― 63 ― ―

地方公社・第三セクター等 計 53 0 0 63 0 0

（注） 損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度
決算 A

平成20年度
決算 B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 327 392 65

減 債 基 金 35 35 0

その他充当可能基金 1,427 1,143 △ 284

充当可能基金 計 1,788 1,569 △ 219

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度
決算 A

平成20年度
決算 B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算 A

平成20年度
決算 B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 2.49 1.66 △ 0.83 △ 14.90 △ 20.00 ― ― ―

連結実質赤字比率 33.70 29.11 △ 4.59 △ 19.90 △ 40.00 ― ― ―

実 質 公 債 費 比 率 22.2 22.8 0.60 25.0 35.0 ― ― ―

将 来 負 担 比 率 210.3 195.3 △ 15.00 350.0 ― ― ―

財 政 力 指 数 0.54 0.54 0.00 ― ― ―

経 常 収 支 比 率 94.5 93.2 △ 1.3 ― ― ―

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。

２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。

３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。

４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 兵庫県 神河町

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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注：各項目の経年推移(折線グラフ)については、合併以降(H17～)のみを表示している。

●人件費
類似団体平均とほぼ同水準だが、今後においても集中改革プランと定員適正化計画に掲げた取り組みにより改善を図ってい

く。具体的には各種手当の総点検等による給与の適正化と新規採用の抑制による職員数の減により、平成２１～２３年までの
３年間で６人(△３％)の削減を行い、人件費の削減に努める。

●物件費
類似団体平均より低いが、依然として各施設の維持管理経費が増加傾向にある。今後は集中改革プランに掲げた経費節減に

向けての事務事業の見直し、重複する施設の整理・統廃合の検討などの取り組みにより、物件費全体の縮減を行う。
●扶助費

類似団体平均より低いが特に近年、児童福祉（保育所）と心身障害者福祉等にかかる経費が増加傾向にあり、今後も増加す
るものと思われる。そのためには集中改革プランを確実に実行し、財源の確保をしていく。

●公債費
平成５年以降の庁舎・ホール・広場の建設事業を始めとして、町営住宅・農村公園・ＣＡＴＶ整備など大規模事業が続いた

ため、類似団体平均を大きく上回っている。今後は繰上償還の実施と新規発行債の抑制に努め、平成２６年度において実質公
債費比率では１８．０％を下回るとともに、公債費に係る経常収支比率を現在の類似団体平均値の水準に近づける。

●補助費等
特に一部事務組合と企業会計(病院・上下水道)への補助金が大きく、類似団体平均を上回る要因になっている。今後につい

ては、集中改革プランに掲げた補助金の適正化と整理統合などの取り組みにより、補助費全体の縮減を図っていく。
また、企業会計においては「公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画」を確実に実行し、経営の安定に

努める。
●その他(普通建設事業)

普通建設事業については、合併特例債事業を中心として、公債費負担適正化計画に掲げた事業のみの実施とし、事業費の抑
制に努める。

●その他(繰出金)
繰出金については、国民健康保険事業や介護保険事業への繰出金が増加傾向にあり、今後も増加していくものと予測してい

る。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,436,805 110,218 82,436 33.7
賃金（物件費） 126,281 9,687 6,151 57.5
一部事務組合負担金（補助費等） 15,573 1,195 11,907 ▲ 90.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 26,899 2,063 587 251.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 62,819 4,819 3,840 25.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 4,051 311 1,902 ▲ 83.6
▲退職金 ▲ 148,922 ▲ 11,424 ▲ 8,732 30.8
合計 1,523,506 116,869 98,091 19.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.97 9.41 2.56
ラスパイレス指数 98.8 93.9 4.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,213,508 93,089 48,815 90.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 4 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 709,305 54,411 12,525 334.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

189,000 14,498 6,657 117.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,168 90 1,586 ▲ 94.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

367 28 22 27.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,214,099 ▲ 93,134 ▲ 39,252 137.3

合計 899,249 68,982 30,357 127.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 兵庫県 神河町

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

1,107,921 81,597 - 56,261 - -

うち単独分 598,749 44,097 - 37,300 - -

1,903,384 142,277 74.4 66,287 17.8 56.6

うち単独分 984,536 73,594 66.9 36,581 ▲ 1.9 68.8

915,287 69,377 ▲ 51.2 60,088 ▲ 9.4 ▲ 41.8

うち単独分 265,645 20,135 ▲ 72.6 30,773 ▲ 15.9 ▲ 56.7

1,407,367 107,960 55.6 52,940 ▲ 11.9 67.5

うち単独分 532,511 40,849 102.9 28,496 ▲ 7.4 110.3

過去５年間平均 1,333,490 100,303 26.3 58,894 ▲ 1.2 27.5

うち単独分 595,360 44,669 32.4 33,288 ▲ 8.4 40.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H19

H20

H16

H17

H18

人口1人当たり決算額の推移
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20,000

40,000

60,000

80,000
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140,000

160,000

H16 H17 H18 H19 H20

（円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 兵庫県 神河町

当該団体値 類似団体平均値



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
兵庫県 神河町

人 口
面 積
標準財政規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

13,036
202.27

5,151,355
8,241,861
8,114,173

85,820

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の
最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.54]

類似団体内順位

26/70
全国市町村平均

0.56
兵庫県市町村平均

0.66

0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.16

1.63

0.58
0.600.590.56

H20H19H18H17H16

0.54
0.540.530.53

財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.2%]

類似団体内順位

55/70
全国市町村平均

91.8
兵庫県市町村平均

94.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

102.9

63.8

88.189.488.6

83.5

H20H19H18H17H16

93.2
94.594.4

92.1

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[173,138円]

類似団体内順位

56/70
全国市町村平均

114,142
兵庫県市町村平均

113,389

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

377,506

86,275

133,329139,460139,240144,026

H20H19H18H17H16

173,138
181,733186,790

211,990

給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.8]

類似団体内順位

66/70
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

101.6

81.4

93.9
93.893.392.8

H20H19H18H17H16

98.8
99.098.397.9

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [11.97人]

類似団体内順位

54/70
全国市町村平均

7.46
兵庫県市町村平均

7.28

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

27.55

5.51

9.419.999.9010.22

H20H19H18H17H16

11.97
12.6612.4812.15

公債費負担の状況

実質公債費比率 [22.8%]

類似団体内順位

67/70
全国市町村平均

11.8
兵庫県市町村平均

13.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

29.8

1.8

13.6
13.613.813.3

H20H19H18H17H16

22.8
22.221.520.7

将来負担の状況

将来負担比率 [195.3%]

類似団体内順位

53/70
全国市町村平均

100.9
兵庫県市町村平均

149.2

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

266.9

3.3

63.271.3

H20H19H18H17H16

195.3
210.3

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

神河町
※類似団体平均を100とした
ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
注：各項目の経年推移(折線グラフ)については、合併以降(H17～)のみを表示している。

●財政力指数
水力発電所施設の償却資産の税収により、類似団体平均値並であるが、その税も年々

減少しており、さらには人口減少と企業等の立地が進まないこと等により財政基盤が弱
体化傾向にある。今後は行財政の集中改革プランに沿った施策の見直し等徹底した歳出
の削減及び、税収の徴収強化など歳入の確保を図り財政基盤の強化に努める。

●経常収支比率
水力発電所施設の償却資産の減少による地方税などの減が大きく、歳入の経常一般財

源が年々減少している。一方、歳出における繰出金・補助費等は増加傾向にあるが、人
件費・物件費・公債費が集中改革プラン等の着実な取り組みなどにより減少しているこ
とにより比率は前年度より改善している。しかし、依然として高い水準にあり類似団体
平均より５．１ポイント上回っている。行財政の集中改革プランに掲げたとおり新規採
用の抑制による職員の減、各種手当の総点検等給与の適正化による人件費の削減、繰上
償還による公債費の削減、施設の維持管理等の見直しなど徹底した取り組みを通じて比
率の改善を図る。

●人口１人当たり人件費・物件費等決算額
類似団体と比較して多額になっているのは、特に人件費では職員数が類似団体より多い

ことと、物件費における施設の維持管理経費などの経費が多いためと考えられる。今後は
行財政の集中改革プランに沿い、徹底した定員管理と給与の適正化、事務事業の見直しと
重複する施設の整理、統廃合の検討などの取り組みを通じて削減していく方針である。

●将来負担比率
将来負担額について、公債費負担適正化計画による繰上償還の実施と新規発行債の抑制

により地方債残高が減少したことから昨年度に比べ比率が減少した。今後についても行財
政の集中改革プラン及び公債費負担適正化計画に沿い、繰上償還を実施するとともに、新
規発行債の抑制、縮小に努め、比率の改善を図る。

●実質公債費比率
平成２０年以前に発行した地方債の償還がピークを迎えていることから、類似団体平均

より９．２ポイント上回り悪化状態にあるが、２１年度以降は減少する見込みである。今
後も公債費負担適正化計画及び行財政の集中改革プランに沿い、投資的事業の計画的実施
による新規発行債の抑制と繰上償還などの実行により、今後６年間(平成２６年度)で１８
％未満へ改善させる。

●人口１，０００人当たり職員数
現在、定年等退職者が発生してもその補充は最小人数の採用としているが、類似団体

平均値は９．４１人で、当町は１１．９７人で依然として多い職員数であることから、
定員適正化計画に沿い適切な定員管理に努め、「２１～２３年度の３年間で６人（△３
％）」の削減を図る。

●ラスパイレス指数
現在の一般行政職員の構成は、新規採用を最小人数としているため高齢化の傾向にあ

り、また管理職の多くが高卒者であることから指数を押し上げる要因となっている。そ
の結果、類似団体平均より４．９ポイント上回り高い数値となっている。今後は、より
一層の給与の適正化に努めることにより改善を図る。


